
新型コロナウイルス感染症対策本部会議（第３回） 

 

日時 令和２年４月８日（水） 

   午前 11時～正午 

場所 議会全員協議会室 

 

１ 事務局からの報告事項 

(1) 法定本部の設置について 

 

 

(2) 緊急事態宣言の経過と内容について 

 

 

(3) 神奈川県の対応（県民や市町村への要請・指示）について 

 

 

 

２ 協議事項 

(1) 市主催イベント等と市有施設の使用の抑制について 

 

 

 

 

 

３ 各部からの報告事項 

 

 

 

 

 

４ その他 
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令和２年４月７日 

  

緊急事態宣言に係る知事メッセージ 

 
県民の皆さまには、これまで外出自粛のお願いにご理解・ご協力いただき、感

謝申し上げます。 

県はこれまで、LINE を使った相談体制や、神奈川モデルによる医療供給体制

の整備など、全国に類を見ない取組みにより、全力で新型コロナウイルス対策を

進めてきましたが、感染者の増加は続き、４月６日現在、県内の陽性患者数は累

計で 272 人となっています。 

首都圏を中心に感染拡大が続く中、４月７日、国は緊急事態宣言を出し、緊急

事態措置を実施すべき区域の１つに神奈川県を指定しました。 

これを受け、県は、新型コロナウイルス感染症から県民のいのちと健康を守り、

社会の混乱を避けるため、次の取組みを進めていきます。 

緊急事態宣言により、県民の皆さまにお願いする外出自粛や学校の臨時休業

の措置は、皆さま一人ひとりの「いのち」を守るために、欠かせない取組みです。

神奈川県が新型コロナウイルス感染症による緊急事態にあるという、強い危機

感を持って、適切な行動をとっていただくよう、強くお願いします。 

県は、神奈川モデルによる医療供給体制の確保に全力で取り組むほか、県民や

事業者の皆さまが抱える様々な相談に対応し、できる限りの支援を行う体制を

整えてまいります。 

県民や事業者の皆さまとともに、力を結集し、県民総ぐるみで、この難局を乗

り切っていきましょう。 

 

１ オーバーシュート（感染爆発）を回避するために 

①  県民の皆さまへ 

県民の皆さま一人ひとりが、８割程度の接触機会の低減を果たせば、１か

月でコロナウイルス感染症は収束できると言われています。そこで、５月６

日までの間、生活のために必要な場合を除き、外出（特に夜間）を自粛する

ことを強く要請します。 

 生活に必要な外出とは、食料や日用品の買い物、医療機関の受診、通勤な

どが考えられますが、皆さまの生活習慣に応じて適切に判断してください。 

 外出の際は「密閉」「密集」「密接」を避けて行動してください。 

 仕事はできるだけ自宅でできるよう工夫をお願いします。 

 また、食料や日用品など、生活に必要な物資が購入できなくなることはあ

りませんので、必要以上の買いだめは控えてください。 

 キャバレー、ナイトクラブ等の遊興施設、繁華街の接待を伴う飲食店等は、

感染拡大の原因となる可能性がありますので、利用を自粛してください。 

 さらに、不要不急の帰省や旅行など、都道府県をまたいでの移動は極力避け

てください。 
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② 多くの人が利用する施設の管理者の皆さまへ 

   「密閉」「密集」「密接」の場面を避け、感染防止対策の徹底をお願いし

ます。 

今後、県民の外出自粛の効果や、クラスターの発生状況によっては、施

設利用やイベントの実施制限などをお願いすることがあります。 

 

２ 医療崩壊を防ぐために 

・ コロナウイルスで症状の重い方や、一般の治療が必要な方が医療の提供が

受けられない、いわゆる医療崩壊の事態は絶対に避けなければなりません。 

・ 県では、新型コロナウイルス感染症の患者が大幅に増えたときに備え、治

療が必要な方に適切な医療を提供できる病床を確実に確保するため、新型コ

ロナウイルス感染症に対応する医療体制「神奈川モデル」を整備しました。 

・ この医療モデルでは、入院の必要な中等症の患者を集中的に受け入れる

「重点医療機関」を設定するとともに、重症者に対しては、高度医療を提供

できる医療機関の治療体制を確保し、軽症者や症状のない方については、自

宅や宿泊施設等での安静・療養をお願いしています。 

・ 医療関係者の皆さまには、急を要しない入院や手術をできうる限り抑制・

延期して医療スタッフと病床を確保することや、重点医療機関への人的支援

など、神奈川モデルの実施に向け、ご理解とご協力をお願いします。 

・ また、県民の皆さまには、新型コロナウイルス感染症への対応にあたって

いる医療機関や宿泊施設等の活動を全力で応援いただくとともに、スタッフ

やご家族等への誤解や偏見に基づく差別を行わないようお願いします。 

 

３ 県民の生活や県内の経済を守るために 

・ 県民の安定的な生活を確保するため、医療や介護、ライフライン、食料品

や日用品の販売、金融や物流などの県民の生活に関わりの深い事業者の皆様

には、引き続き業務を継続いただくようお願いします。 

  また、こうした事業者のお子さんを預かる保育所等においては、引き続き

業務の継続をお願いします。 
・ 新型コロナウイルス感染症神奈川県対策本部に「緊急経済・社会対策部」

を設置し、消費の低迷や精神的なストレスの高まりなど、新型コロナウイル

ス感染症による影響を早期に回復させるための取組みを進めます。 
・ 専門のコールセンターを設置し、県民や事業者の皆さまの様々な相談にお

答えします。（別紙） 
・ 国の緊急経済対策も踏まえ、早急に追加の補正予算を準備し、対応してい

きます。 
・ 採用内定の取消や職を失った方を対象に、生活費を得ながら新たな就職活

動ができるよう、県の非常勤職員として最大 100 人の緊急雇用を実施しま

す。 



新型コロナウイルス感染症コールセンター

１：症状がある方や健康・
　　医療に関するお問合せ

２：緊急事態宣言や特別
　　措置法に関するお問合せ

３：経営相談に関する
　　お問合せ

　０４５－２８５－０５３６

４：その他のお問合せ

帰国者・接触者相談窓口

平日及び休日24Ｈ

　平日（8：30～17:15）

　　各保健福祉事務所

　平日夜間、休日

　　０４５－２８５－１０１５

新型コロナウイルス感染症
専用ダイヤル

１　　：平日及び休日
　　　（9:00～21:00）
２～４：平日
　　　（9:00～17:00）

ナ
ビ
ダ
イ
ヤ
ル

次のいずれかの症状がある方

･風邪の症状や37.5℃以上の発熱が4日以上続いている
（解熱剤を飲み続けなければいけない時を含む）

･強いだるさ（倦怠感）や息苦しさ（呼吸困難）がある。

別 紙



     ≉ᥐἲにᇶ࡙く緊急事態ᥐ⨨に係る⚄ዉᕝ県ᐇ施᪉㔪    

 
                  令和２年４月７日 

                    新型コロナウイルス感染症神奈川県対策本部 
 
 特措ἲ➨ �2 ᮲に基づく緊急事態宣言を受け、ᨻ府対策本部の対ฎ方㔪で♧さ

れた重要事㡯を基に、次により緊急事態措置を行う。 

 

１ ᥐ⨨をᐇ施するᮇ㛫 

 令和２年４月７日㹼５月６日まで 

 

２ ᥐ⨨のᑐ㇟する༊ᇦ 

  神奈川県全域 

 

３ ᐇ施するᥐ⨨の内ᐜ 

（１）県民のእฟの⮬⢔ 

ἲ➨ ��᮲➨１㡯に基づき、生活の⥔持に必要な場合を除き、外出の自粛

を強く要請する。また、やむを得ࡎ外出する場合でも、「密閉」「密集」「密

接」を避ける行動を徹底することや、ࢸレ࣡ークや時差出勤などにດめるこ

とをࡧかける。 

（２）多ᩘの᪉が利用する施設の利用のไ㝈➼ 

 ᙜ面は、県民の外出抑制を最ඃඛに取り組むこととし、県民の日常生活の    

⥔持に必要な事業活動については、感染防止対策に␃ពの上、継続を要請す

る。継続を౫㢗する業✀等の類型は、医療体制の⥔持、支援が必要な方々の

保護の継続、安定的な生活の確保、社会の安定の⥔持のほ点から、別紙のと

おりとする。 

施設の利用制限について、学校については、５月６日まで原๎として施設

の利用を制限し、そのの施設については、外出自粛の効果を確ㄆしながら、

クラスターの発生状況などを見極めて実施する。 

 実施にあたっては、ἲ➨ 2�᮲に基づき、施設の使用制限等の協力要請を

行い、その効果を見極めながら、ἲ➨ ��᮲➨２㡯、㸱㡯に基づく要請、指

♧を㡰次行い、その᪨をබ⾲する。 

（３）⮫の医療施設にࡅ࠾る医療のᥦ౪ 

   新型コロナウイルス感染症に対応する医療体制「神奈川モデル」では、医

療崩壊を防ぐため、入院の必要な中等症の患者を集中的に受け入れる「重点

医療機関」を設定するとともに、重症者に対しては高度医療を提供できる医

療機関の治療体制を確保し、軽症者や症状がない感染者については、自宅や

宿泊施設等での安静・療養を原๎としている。 

神奈川モデルによる医療の提供にあたって、必要が生じた場合は、ἲ➨ ��

᮲、��᮲に基づき、臨時の医療施設における医療の提供、そのためのᅵᆅ・

ᘓ物の使用を行う。 
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（４）緊急物資の運送 

   必要に応じ、法第 54 条に基づき、緊急事態措置の実施に必要な物資、医

薬品、医療機器などの輸送を、指定公共機関である輸送事業者に要請、指示

を行う。 

（５）物資の売り渡しの要請 

   必要に応じ、法第 55 条に基づき、緊急事態措置の実施に必要な食料、医

薬品などの物資について、所有者に対して売り渡しの要請、収用などを行

う。 

（６）生活関連物資等の価格の安定等 

   国や市町村と連携し、県民の生活に関わる物資・役務の価格の高騰や、供

給不足が生じないよう関係法令に基づく措置を行う。 

（７）その他 

   上記の他、必要に応じて、特措法に基づく措置を行う。 

 

４ 緊急事態措置を円滑に行うための取組み 

（１）県民・事業者への周知 

  〇 緊急事態措置の実施にあたり、知事から、県民・事業者に強くアピール

し、理解と協力を求める。 

 〇 ホームページ、ＳＮＳなどあらゆる媒体を活用し、県が行う緊急事態措

置の周知に努める。 

  〇 施設の利用制限の措置を行う場合は、関係団体等を通じて、周知する。 

（２）緊急事態措置に伴う影響への対応 

 〇 緊急事態措置により影響を受ける県民・事業者等に対して、国の緊急経

済対策に基づく施策などと連携し、県対策本部の緊急経済・社会対策部で、

きめ細かな支援に努める。 

  〇 売り上げ不振や生活の困窮など、県民や事業者から社会経済面からの

相談に対応するコールセンターを設置する。 

（３）医療体制の確保 

 〇 神奈川モデルによる医療供給体制を確立するため、医療機関や医療従

事者、民間事業者の理解を得て、病床や宿泊施設の確保に全力で取り組む。 

 〇 新型コロナウイルス感染症に対処する医療関係者を応援するよう、県

民に求める。 

（４）市町村との連携 

  〇 本実施方針を市町村に周知し、県民の外出の自粛の要請など、緊急事態

措置の実施に協力を求める。 

（５）県の実施体制 

  〇 ８月末まで、県が主催するイベントや県民利用施設の休止等を行う。 

緊急性のない業務の休止や延期、縮小などを徹底し、全庁を挙げて、緊    

急事態措置を含めた新型コロナウイルス対策を推進する。 



別 紙 
 

緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業者 

１．医療体制の維持 

・新型コロナウイルス感染症の治療はもちろん、その他の重要疾患への対

応もあるため、すべての医療関係者の事業継続を要請する 

・医療関係者には、病院・薬局等のほか、医薬品・医療機器の輸入・製造・

販売、献血を実施する採血業、入院者への食事提供など、患者の治療に

必要なすべての物資・サービスに関わる製造業、サービス業を含む。 

２．支援が必要な方々の保護の継続 

・高齢者、障害者など特に支援が必要な方々の居住や支援に関するすべて

の関係者（生活支援関係事業者）の事業継続を要請する。 

・生活支援関係事業者には、介護老人福祉施設、障害者支援施設等の運営

関係者のほか、施設入所者への食事提供など、高齢者、障害者などが生

活する上で必要な物資・サービスに関わるすべての製造業、サービス業

を含む。 

３．国民の安定的な生活の確保 

・自宅等で過ごす国民が、必要最低限の生活を送るために不可欠なサービ

スを提供する関係事業者の事業継続を要請する。 

① インフラ運営関係（電力、ガス、石油・石油化学・ＬＰガス、上下水道、

通信・データセンター等） 

② 飲食料品供給関係（農業・林業・漁業、飲食料品の輸入・製造・加工・

流通・ネット通販等） 

③ 生活必需物資供給関係（家庭用品の輸入・製造・加工・流通・ネット通

販等） 

④ 食堂、レストラン、喫茶店、宅配・テークアウト、生活必需物資の小売

関係（百貨店・スーパー、コンビニ、ドラッグストア等） 

⑤ 家庭用品のメンテナンス関係（配管工・電気技師等） 

⑥ 生活必需サービス（ホテル・宿泊、銭湯、理美容、ランドリー、獣医等） 

⑦ ごみ処理関係（廃棄物収集、・運搬、処分等） 

⑧ 冠婚葬祭業関係（火葬の実施や遺体の死後処置に係る事業者等） 

⑨ メディア（テレビ、ラジオ、新聞、ネット関係者等） 
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⑩ 就労者等の子どもを預かる施設(保育所、放課後児童クラブ、預かり保

育等を実施している幼稚園など) 

⑪ 個人向けサービス（ネット配信、遠隔教育、ネット環境維持に係る設

備・サービス、自家用車等の整備等） 

 

４．社会の安定の維持 

・社会の安定の維持の観点から、緊急事態措置の期間中にも、企業の活動

を維持するために不可欠なサービスを提供する関係事業者の最低限の

事業継続を要請する。 

① 金融サービス（銀行、信金・信組、証券、保険、クレジットカードその

他決済サービス等） 

② 物流・運送サービス（鉄道、バス・タクシー・トラック、海運・港湾管

理、航空・空港管理、郵便等） 

③ 国防に必要な製造業・サービス業の維持（航空機、潜水艦等） 

④ 企業活動・治安の維持に必要なサービス（ビルメンテナンス、セキュ

リティ関係等） 

⑤ 安全安心に必要な社会基盤（河川や道路などの公物管理、公共工事、

廃棄物処理、個別法に基づく危険物管理等） 

⑥ 行政サービス等（警察、消防、その他行政サービス） 

 

５．その他 

・医療、製造業のうち、設備の特性上、生産停止が困難なもの（高炉や半

導体工場など）、医療・支援が必要な人の保護・社会基盤の維持等に不

可欠なもの（サプライチェーン上の重要物を含む。）を製造しているも

のについては、感染防止に配慮して、継続する。また、医療、国民生活・

国民経済維持の業務を支援する事業者等にも、事業継続を要請する。 



    
新型コロナウイルス感染症の拡大防止に向けた県の基本方針 

 

新型コロナウイルス感染症対策の神奈川県対処方針に定める「県機関における取り

組み」については、次のとおりとする。 

なお、事態の更なる進展や収束、国の緊急事態宣言や対策方針の変更など、状況の

変化があった場合には、本方針の充実や見直しなど、柔軟に対応する。 

 

１ 対象期間 
令和２年２月 26日から令和２年８月 31日まで 

２ 全庁を挙げた対策の実施 
〇全部局・任命権者が新型コロナウイルス感染症対策本部体制の下、急を要しない

業務の中止や見直しを行い、医療崩壊を防ぐための取組や県民の経済・雇用対策

に注力する。 

３ 職員向け対策 
〇感染拡大防止の徹底を図るため、全職員が率先してテレワークを実施する 
・ 原則として全職員がテレワークを実施し、県民対応等の状況から困難な場合
は、拡大時差出勤や年次休暇（時間休を含む）取得など、感染拡大防止に向け

て柔軟な対応を図る。 

・ 特に、妊娠中や基礎疾患があるなど感染した場合に重症化リスクの高い職員に

ついては、分担の見直し等により必ずテレワークができる環境を整える。 
○勤務時間外も感染拡大の防止を意識して行動する 
・「換気の悪い密閉空間」「多くの人の密集する場所」「近距離での密接した会

話」の３つの「密」を避ける 
・夜間、休日や休暇取得日においても不要不急の外出を避ける など 
４ 県立学校向け対策   別添資料１「１ 県立学校における対応について」 

５ イベント等の実施の扱い 
別添資料２「イベント等の実施の扱い」 

６ 来庁者への対応 
県民や事業者の皆様ができるだけ来庁しなくてすむように、県への提出物等に 

ついて、郵送やインターネットによる提出を周知・要請する。 

 

問合せ先 

【２､３､６】総務局副局長兼総務室長 安井 電話 045-210-2101 

【４】 教育局副局長 落合 電話 045-210-8005 

【５】 知事室広報戦略担当課長 大塚 電話 045-210-3650 

くらし安全防災局企画調整担当課長 青木 電話 045-210-3412 

令和２年２月26日策定 

令和２年２月28日改定 

令和２年３月11日改定 

令和２年３月24日改定 

令和２年３月26日改定 

令和２年３月30日改定 

令和２年４月６日改定 

Administrator
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現在の新型コロナウイルスの状況をふまえた 
県教育委員会の対応（令和２年３月 30日現在）    

１ 県立学校における対応について  
（１）現時点において、県立学校については、４月６日の始業日以降２週間程度、

臨時休業とする。  
〇 ただし、 
・入学式は卒業式と同様に、規模の縮小や時間を短縮して実施する。 
・また、４月６日の週及び４月 13日の週に、各学年別等で登校日を設け、

必要な連絡、指導等を行う。  
（２）その後、状況の推移を見定めながら、学校再開に向けて、学年別の分散登

校（一週間に１、２回程度の登校）、時差通学及び短縮授業など、教育活動

を段階的に再開していくことを検討する。  
（３）また、この方針は、今後の本県の感染状況及び国の専門家会議の意見によ

る対応等により変更することがある。    
２ 社会教育施設における対応について  
４月以降も当分の間休館とする。  

別添資料 １ 



  
イベント等の実施の扱い 

 

新型コロナウイルス感染症の拡大防止に向けた県の基本方針のうち「５イベント等

の実施の扱い」について、県が主催するイベント等及び県民利用施設の対応について

は、次のとおりとする。 

 

１ 対象期間 
令和２年８月 31日まで 

 

２ 対応 
（１）県民が参加するイベント等 

不特定多数の方が集まるイベント等は、原則、中止又は延期とする。 

ただし、開催せざるを得ないイベントは、感染症拡大予防策（※）を施し 

たうえで開催することができる。 

なお、入学式、資格試験など、参加者が特定され、かつ、開催を中止・延 

期することが困難なものは、参加者に十分注意喚起を行い、感染症拡大予防 

策（※）を施したうえで開催することができる。 

（２）会議・研修等 
不要・不急の会議・研修等については、原則、中止又は延期とする。 

なお、開催せざるを得ない会議・研修等は、まず電子会議への切替え、書 

面開催を検討し、難しい場合には、規模の縮小、時間の短縮等を行い、感染 

症拡大予防策（※）を施したうえで開催することができる。 

（３）県民利用施設 
県民の外出を誘引する県民利用施設について、閉館等の対応を行う。 

 

 

※感染症拡大予防対策 
〇発熱・せき等、かぜの諸症状が見られる方の参加見合わせ 

〇参加者への手洗い、うがい、マスクの着用の徹底（主催者の県職員含む。） 

〇入場時のアルコール消毒液の設置 

〇濃厚接触解消の工夫 

〇人が集まる場の前後も含めた適切な感染予防対策 

〇密閉、密集、密接場面など、クラスター感染発生リスクが高い状況の回避 

〇感染発生の場合の参加者への確実な連絡と行政機関による調査への協力 

別添資料２ 



市主催イベント等と市有施設の使用の抑制について 

 

１ 本市の取組経過 

決定時点 市主催イベント等抑制 市有施設使用抑制 

２月 21日 対策会議通知 当面 － 

３月３日 対策会議通知 ３月 15日（日）まで ３月 15日（日）まで 

３月 11日 本部会議通知 ３月 31日（火）まで ３月 31日（火）まで 

３月 27日 本部会議決定 ４月 24日（金）まで ４月 24日（金）まで 

４月８日 本部会議決定   

 

２ 参考：国県の動向 

３月 24日 県が基本方針を発表（取組を４月 24日まで延長） 

４月６日 神奈川県が緊急事態宣言を想定して基本方針を改定（取組を８月 31 日まで延長） 

４月７日 安倍首相が緊急事態宣言。「当面１か月を目安に国民の協力を要請」。 

 

３ 市有施設の使用を抑制する期間の延長（案） 

これまで３月 27日付本部長通知等で通知していた使用抑制の取組期間を延長する。 

（１）延長期間 

案① １か月間 

案② ８月 31日まで 

案③ 当分の間（無期） 

（２）取組の継続と強化 

①予約の取消の要請と使用料の還付 

 予約済みの分に関して、期限を定めずに、予約の取消と使用料の還付に応じる。 

（例）予約済みの使用者に対して、電話連絡や窓口において取消への協力を要請する。 

②感染予防措置 

 施設を使用する者に対して、「密閉、密集、密接」の「３密」を徹底的に排除するよう周知・

啓発を行う。 

（例）施設内への感染予防ポスター類の掲示、使用者への啓発チラシの配付、各種印刷者等

に裏面の注意事項を引用掲載 

③期間中の新規予約の受付停止 

 今後の新規予約について、施設窓口での受付のほか、予約システムによる受付業務も休止

する。ただし、予約システムによらない施設の場合や、業務の休止に伴う著しい混乱が想定

される場合は、施設管理者の判断により、広く周知を行ったうえで仮予約等の取扱いを行う

ことを可とする。 
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（別紙）施設使用者に周知徹底すべき事項 

 

 

 

 

大原則：最も感染拡大のリスクを高める環境「３密」を徹底的に回避する 

 ①換気の悪い密閉空間 

 ②人が密集している 

 ③密接して会話や発声が行われる 

 

 具体的に留意すべき事項を例示すれば、次のとおり。 

(1) 室内の換気 

   ・使用者が１時間に１回、５～10分程度、外気との換気を行うこと。 

     ※開閉できる窓のない施設（貸室）は原則使用不可 

(2) 人数の制限 

   ・使用する施設（貸会議室等）の定員の５割以下の人数で使用すること。 

(3) レイアウトの工夫 

   ・可能な限り、人と人が対面となる配置は避け、相互の距離が十分に確保できる配置とする

こと。 

(4) その他 

   ・使用前後において手洗いを徹底し、使用途中においても適宜手洗いを行うこと。 

   ・咳エチケットを徹底するとともに、可能な限りマスクを着用すること。 

   ・各自の水分補給以外の飲食の提供は行わないこと。 

   ・過去２週間以内に発熱や咳の症状のある方、感染拡大している地域や国への訪問歴がある

方は、使用責任者の責任において参加させないこと。 

   ・使用責任者は、参加者の連絡先（住所・電話番号等）を把握しておくこと。なお、参加者

の中に感染者が出た場合は、速やかに保健福祉事務所、市に連絡をし、協力すること。 
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